
広告が幸福を生み出してきた
モデル1

「幸せに生きること」は現代の人々にとっ
て、最大の関心事の一つであろう。

SNSを開けば、仕事、育児、料理、ファッ
ションなどあらゆるジャンルの投稿が、「幸
せな自分」をアピールし、他者に認めさせよ
うという意図と共にタイムラインを埋め尽く
している。これまで、広告産業は、この「幸
せに生きたい」という人々の願いに一定の貢
献をしてきた。それを支えていたのは図1の
ような構図だ。

生活者は「消費」がもたらす快楽によって
「幸福」を感じる。その「消費」は、企業に
対して利益という形で「幸福」を運んでくれ
る。広告は、両者の真ん中に立って「消費」
を増やし続けることで、世の中に「幸福」の
総量を増やすという役割を果たしてきた。

モデルの崩壊と再構築の必要性2

このモデルを支える理論的根拠となって
いるのは、ベンサムをはじめとする「功利主
義」の主張だ。産業革命に踊るイギリスにお
いて、ベンサムは誰しもが「富のもたらす快
楽＝消費」を求めており、それによって人々
が「幸福」になると考えた。しかし、ベンサ
ムがこのコンセプトを提唱した当時に思い描
いた未来、つまり現代においても、相変わら
ず、人々は幸福を求めてさまよっているのだ。

なぜ、「消費」を重ねても人間は幸福にな
れなかったのか。我々はその答えを身をもっ
て知っている。確かに、モノの無い時代には、図1．広告と幸福の関係モデル
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ベンサムの洞察したとおり、消費によって自
分が所有するモノが増えていくことは人々に
幸福感をもたらした。しかし、モノがある程
度充足してくると、消費を通じて得られる幸
福感は徐々に逓減していくことになる。モノ
の次に、サービスが消費の主役になったが、
やはりその後の流れは同じであった。モノも
サービスも溢れる現代の先進国において、人
は「消費」だけで幸福になれないことを知っ
てしまった。

このことは、「消費」を中心に据えること
で成立していた「広告と幸福のしあわせな関
係」の崩壊を意味する（図2）。いまや、広
告は「幸福なき消費」を生み出す存在とし
て、人々から嫌悪の視線を浴びせられるよう
になった。広告会社が関わる事件は、真実で
あれ、誤解であれ、そのすべてがSNS上で
話題にされ、批判されるのが常になってい
る。そして、かつては就職希望ランキングの
上位を定位置としていた広告業界の人気も失
墜し、優秀な人材がどんどん離れていく悪循
環に陥っている。

広告がもう一度、社会に「幸福」を生み出
す存在になるためには、「広告と幸福のモデ
ル」を再構築することが必要だ。

モデル再構築への道筋3

では、モデルを再構築するにあたって必要
なこととは何だろうか。図2をみて、真っ先
に思い浮かぶのは、切れてしまった「消費」
と「幸福」のパス（図の左側）をつなぎなお
すことであろう。人々がふたたび「消費」の
快楽に夢中になってくれれば、広告と幸福の
しあわせな関係を取り戻すことができる。

しかし、そのアプローチは現実的ではない
だろう。物質的な豊かさを誰もが享受し、価
値観が多様化している現代において、「消費」
と「幸福」との距離はむしろ離れていってい
る。その流れを広告業界が単体で逆方向に押
し戻すことは不可能であり、仮にそのような
動きを仕掛けていることが生活者から見透か
されたときには、さらなる嫌悪の視線を浴び
せられることになる。

従って、進むべき再構築の道筋は、モデル
の“部分修復”ではなく、“根本的な見直し”
である。より具体的に言えば、モデルの中心
にある「消費」を捨て去り、現代の生活者に
とっての「幸福」につながる別の概念を持ち
込むことこそが、モデルの再構築に必要なア
プローチである。

幸福はDOからBEへ4

現代における「幸福」を語る上で、たびた
び取り上げられるキーワードとして「ウェル
ビーイング」がある。ウェルビーイングとい
うことばが初めて登場したのは、1946年に
世界保健機関（WHO）が設立されたときで
ある。WHO憲章では、「健康とは、単に疾
病がない状態ということではなく、肉体的、
精神的、そして社会的に、完全に満たされた
状態にある」と定義されている。これを機に、

図2．崩壊した広告と幸福の関係モデル
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「肉体的、精神的、そして社会的に良好な状
態にあること」＝ウェルビーイングは、幸福
の一つの定義として普及した。

昨今、ウェルビーイングが注目される理由
について、この領域の第一人者である予防医
学研究者の石川善樹氏は以下のように考察し
ている。
『なぜ、最近やけにウェルビーイングとい

う言葉があちこちから聞こえてくるように
なったのか？それは現代の私たちが、ヒュー
マンドゥーイングへと変わりつつあるからで
はないでしょうか。夢は？将来の目標は？わ
が社のパーパスは？日々、全方位から何を「す
る」か問われ続けるこの社会に、多くの人が
疲れています。この世界にただ「いる」だけ
では足りない。自分から世界に働き掛けない
といけない。価値が無いとみなされる。これ
ではまるで私たちはヒューマンビーイングで
はなく、ヒューマンドゥーイングです。』

この考察は非常に示唆に富んでいる。現
代をせわしなく生きる我々は、何かをする＝

「DO」型の幸福を追うことに疲れ、ただ存
在するだけ＝「BE」型の幸福を求めるよう
になった。そのような視点でみると、かつて
広告と幸福のモデルの中心にあった「消費」
は、まさに「DO」であることに気づく。つ
まり、消費という行動を「する」ことが幸福
の前提となっていたのだ。

この前提から離れ、現代における幸福と広
告との関係性を紡ぎ直すには、モデルの中心
を「DO」から「BE」へと置き換える必要
があるのではないだろうか。筆者はその「BE」
を「一員でいること」と置きたい。より具体
的に言うと、「ブランドでつながるコミュニ
ティの一員でいること」。それが、これから
の広告と幸福をつなぐモデルの中心となると
考える。

ブランドでつながるコミュニティ
＝ブランドコモンズ5

「ブランドでつながるコミュニティ」とい
う概念自体は新しいものではない。Muñiz 
and O’Guinn（2001）は，これまで血縁や
地縁が基盤となって形成されてきたコミュニ
ティが、その基盤を超越し、ブランドとい
う現代消費の象徴とも言える概念を基盤と
しながら形成されていることを明らかにし、
これを「ブランドコミュニティ」と呼んだ。
その後、『企業はブランドコミュニティを通
じて消費者と関係を構築することができる』

（久保田,2003;McAlexander, Schouten, & 
Koenig, 2002）という論が展開されたこと
で、広告の世界でも「コミュニティ」という
言葉がマーケティングの新たな視点として俄
かに盛り上がった。

しかし、その多くが「ソーシャルメディア
の企業アカウント立ち上げ」という“手法の
売り込み”に使われてしまったことは不幸で
あった。結果として、広告業界における「コ
ミュニティ」の意味を、本来の「ブランドコ
ミュニティ」よりも狭い領域に閉じ込めてし
まい、一時期に流行ったマーケティング手法
として、文字どおり消費させてしまったのだ。

そもそも、ソーシャルメディアは「ブラン
ドコミュニティ」とは性質が異なっている。
Arvidsson and Caliandro（2015）は、ソー
シャルメディアではメンバー間の相互作用や
同一性が重んじられるブランドコミュニティ
とは異なり、互いに対話することはないが、
とりとめのない共通の関心によって構成さ
れ、多様な視点や経験が許容される新たな場
が見られるとして、これを「ブランドパブリッ
ク」と呼んだ（表1）。「ブランドパブリック」
においては、消費者間の広い相互作用はそれ
ほどみることができず、消費者もブランドや
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コミュニティとの自己同一性を感じたり凝集
したりすることは少ない。

幸福と広告のモデルの再構築にあたって、
筆者が「消費」の代わりに中心に据えようと
している「ブランドでつながるコミュニティ」
とは、「ブランドパブリック」ではなく、ブ
ランドを核として人々が相互に作用し合うコ
ミュニティのことであり、「ブランドコミュ
ニティ」の原義に近い。ただし、前述したよ
うに広告業界においてコミュニティという言
葉には本来とは異なった意味が定着している
ため、誤解を避ける意味も込めて、ここから
は、それを「ブランドコモンズ」と呼ぶこと
にする。「コモンズ」とは、共有地のことで
あり、これから目指したい「ブランドでつな
がるコミュニティ」の本質を捉える言葉だ。

これまで、ブランドは企業側が提供する商
品やサービスに対して、生活者が何らかの意
味を見出すことで成立してきた。一見すると、
企業と生活者の相互作用によってブランドが
形成されているように見えるものの、実態と
しては、その関係性において生活者は受け身
の存在であり、ブランドの「所有者」はあく
までも企業であった。これを「共同保有」の
形に変えていくのが「ブランドコモンズ」の
目指すところである。

企業がブランドの所有をゆるやかに手放
し、生活者をブランドの所有者として巻き込
んでいく。それができたとき、ブランドコモ

ンズは、生活者にとってBE型の幸福を感じ
られる“居場所”になるはずであり、広告と
幸福の関係は再び回り始めるはずだ。以降、
事例からブランドコモンズの実現に向けたヒ
ントを探りたい。

「ブランドコモンズ」実現のヒント
①小田急電鉄「下北沢再開発」6

小田急電鉄の下北沢再開発プロジェクト
は、「開発主体の企業が自分たちで決めたプ
ランを実行する」という通常の再開発とは異
なるユニークなアプローチがとられている。

再開発にあたって、小田急電鉄は「支援型
開発」というキーワードを掲げ、地域の人た
ちも同じ立ち位置で一緒にまちづくりに取り
組むことを決め、「街の人がやりたいことを
支援し、そのためのプラットフォームを小田
急電鉄が作る」というスタンスで開発を進め
た。実際に、再開発の担当者は、4年間で実
に200回以上も住民との打ち合わせを重ねて
おり、例えば「BONUS TRACK」という商
業スペースの開発では、建築中から住民を内
部に招き、誘致するテナントやエリアを通り
抜ける動線などについて意見を聞き、敷地内
の植栽までも地域住民の希望が反映されてい
る。下北沢という再開発エリアを事業主であ
る小田急の所有物とせず、地域の生活者に対

表1．ブランドコミュニティとブランドパブリックの違い
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してゆるやかに所有権を渡していく試みが行
われているのだ。

また、エリアを開発して終わりではなく、
地域住民とともにみんなで街を作り、一緒に
街をマネジメントしていくという姿勢も貫か
れている。例えば、再開発エリアにある保育
園では、園内にギャラリーを設け、地元の人
との交流活動を行うなど、再開発エリアを「街
の共有部」として活用する取り組みが進めら
れている。

「ブランドコモンズ」実現のヒント
②良品計画「土着化」7

無印良品を運営する良品計画は、「地域へ
の土着化」を次の経営の柱となるキーワード
として掲げる。「地域への土着化」とは、「地
域で暮らす人々が、地に足のついた、生き生
きとした、良質な生活を送ることができるよ
う、地域に巻き込まれ、地域課題の解決や町
づくりに貢献していること」と定義されてい
る。

その具体的な取り組みとして、たとえば、
2020年7月に新潟県上越市にオープンした

「無印良品直江津」では、移動販売バスを走
らせた。買い物が困難な高齢者に向けたサー
ビスだが、ユニークなのは、自社製品の販売
だけを目的にせず、地元の鮮魚や総菜、雑貨
などを扱う店の車にも同行してもらっている
点だ。これによって、地域住民と生産者との
つながりや交流を生みだしている。

他にも、地域の人たちとお店のスタッフが
ともに健康を考え、地元を知ることを目的と
して、地元を歩くイベント「みんなでウォー
キング」を各地で開催していたり、地元農家
に加えて、伝統産業の事業者、その地域で店
舗を営む人などに集まってもらうマルシェ形
式のイベント「つながる市」を開催するなど、

さまざまな取り組みが実施されている。無印
良品では、店舗を「コミュニティーセンター」
として地域の交流の場と位置づけ、スタッフ
と地元住民が一緒に行う活動を次々に生み出
しているのだ。

ブランドコモンズ実現への道筋8

前述の事例から、「ブランドコモンズ」の
実現に必要な3つの要素が見えてくる。

まず1つめに、「余白をつくること」だ。小
田急電鉄の下北沢再開発の担当者はこのよう
に語っている。
『全体の7割は小田急、残りの3割は地域

プレイヤーが関われるための余白を残してお
くことを心がけました。こうすることで、プ
レイヤーごとの特色が引き立ちますし、主体
的に運営や企画をしてもらうことにもつなが
ります。プロジェクトをカスタマイズする余
地があれば、信頼関係も築きやすくなるわけ
です。』

同じく、無印良品の事例においても、店舗
を自分たちだけのものとして管理下に置くの
ではなく、むしろ積極的に地域に開放するこ
とで、地域住民とともに活動を生み出してい
く試みが行われている。従来のように、企業
がブランドの「所有者」として、その生産か
ら販売まですべてをコントロールするという
形ではなく、生活者が参加できる余白を意図
的にデザインすることがブランドコモンズ実
現の最初の一歩だ。無印良品のようにリアル
な店舗を持つブランドであれば、店舗を設計
する段階から余白を内包しておくことが、有
効な打ち手の一つであろうし、リアルな空間
を持たないブランドでも、メタバースのよう
なデジタル空間を活用する、NFTのような
デジタルトークンを発行する、など製品の周
辺に余白をつくりだすことは可能である。
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2つめに、「役割を柔軟にすること」だ。
つくりだしたブランドの「余白」において、
企業と生活者は固定的な役割分担ではなく、
その役割を柔軟に変えながら主体的にブラン
ドコモンズに関わっていく。

たとえば、小田急電鉄の下北沢再開発では、
商業スペース「BONUS TRACK」に入って
いる「omusubi不動産」は、テナントであ
りながら、各テナントの契約管理者でもある。
さらには、外の物件の開拓と仲介者の役割も
担っており、巣立っていくテナントのサポー
ト役として、この場所で生まれた雰囲気や価
値を、外へとゆるやかに広げていく仕事も
行っている。同様に、無印良品の事例では、
地域住民は商品の購入者でありながら、時に
は商品の販売者として、自分たちが作った農
作物や工芸品を売る。店舗で開催されるイベ
ントの参加者でありながら、時にはイベント
の企画者として、運営に携わる。このように
それぞれが柔軟な役割を演じることで、ブラ
ンドを自分たちのものと感じやすくなってい
る。

最後に、「ゆるやかなマネジメント体制を
維持すること」だ。コモンズを巡っては、「コ
モンズの悲劇」という経済学の法則がよく議
論となる。共有資源の適切な管理がされず、
過剰摂取によって資源が枯渇してしまい、回
復できないほどのダメージを受ける、という
コモンズが陥ってしまう罠のことである。

ブランドコモンズにおいて、「コモンズの
悲劇」を防ぐキーとなるのが「ゆるやかなマ
ネジメント体制」の存在である。下北沢再開
発において、小田急電鉄は継続的な地域住民
とのコミュニケーションのために組織を再編
し、計画の段階から地域住民とコミュニケー
ションを取っていた担当者が部署異動等で変
わらない組織づくりを行っている。これは、
ゆるやかなマネジメント体制を維持し、共有
資源としてのブランドコモンズを守るための

措置だ。
また、無印良品の土着化においては、良品

計画ではそれまで存在しなかった「コミュニ
ティマネージャー」という役職を新たに創り、
地域住民や地元事業者と交流し、一緒にイベ
ントや商品販売を企画するリーダーとして活
動させている。両社ともに組織や人によるゆ
るやかなマジメント体制を維持することで、
コモンズが無法地帯になることを防いでいる。

以上、「余白をつくる」「役割を柔軟にす
る」「ゆるやかなマネジメントシステムを維
持する」という3つの要素を踏まえることで、
それぞれのブランドが「ブランドコモンズ」
を築きあげていくことが可能になる。では、
その中で広告会社がやるべきことは何だろう
か。

筆者は、それを「人流をつくること」だと
考えている。水の流れない池にヘドロが溜
まっていくように、閉じた人間関係の中には
淀みが発生してしまうものだ。従って、ブラ
ンドコモンズが健全な状態を維持するには、

「新しい参加者を迎え入れる」「他のブランド
コモンズと交わる」といった人流を生み出す
ことが欠かせない。そして、そこにこそ、広
告会社の力が必要である。いうなれば、ブラ
ンドコモンズの「水質維持装置」として、健
全で快適な状態に保つ存在になるのだ。たと
えば、“人を動かす”という広告会社のコア
スキルを活かして、ブランドコモンズに参加
したいと思わせる情報発信やイベント・コン
テンツをつくりだすこと、つまりコモンズに

「にぎわい」を生み出すことは、これまでの
広告会社の企画・プロデュース業務の応用と
して十分に対応可能であろう。また、複数の
ブランドコモンズをつなぎ、コラボレーショ
ンや共創を促していくことも、広告会社の
ネットワーク力をつかえば対応できる（図3）。
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ブランドコモンズがもたらす効果9

これまで述べてきた「ブランドコモンズ」
の実現によって、生活者はブランドでつなが
るコミュニティの「一員であること」が可能
になり、BE型の幸福を感じることができる
ようになる。つまり、切れていたモデルの左
側のパスを再びつなぎなおすことができる。

さらに、効果はそれだけではない。モデル
の中心を置き換えることは、モデルの右側、
つまり、企業にとっての幸福を作り出すこと
にもなるのだ。これまでのモデルでは、広告
は消費を促す役割であり、企業に対して「利
益」という形でしか幸福を作り出せなかった
が、働き手にとっての幸福感も今では大きく
変化している。大企業に入って出世し、高い
年収を得ることを求める人は減り、多くの若
者が、報酬よりも「働きがい」を求めるよう
になった。

ブランドコモンズはそんな彼らにも幸福感
を生み出す効果がある。彼らが求める「働き
がい」とは、自分の仕事が社会に貢献してい
るという実感であり、手触り感のことである。
それを求めて、規模の小さいスタートアップ
や地方への移住といった選択肢をとっている。

しかし、ブランドコモンズにおいては、企
業も生活者と一緒にコモンズを維持する参加
者である。そこでは、企業も従来のように、

ブランドの「所有者」として固定された役割
をこなすのではなく、ブランドの余白に生ま
れたスペースを活かして役割を柔軟に変え
ながらブランドに関わっていく。そこにある
手触り感は、「働きがい」を感じさせてくれ、
報酬ではない幸福感を働き手にも与えてくれ
る（図4）。

変革の引き金を引く10

これまで広告会社は、その歴史の中でさま
ざまな変化を起こしてきた。しかし、近年に
おける変化の多くは「クライアントニーズ」
への対応という受け身の変化だったのではな
いだろうか。その要因として、広告産業が大
きくなりすぎたことがあると筆者は考える。

広告産業の黎明期においては、広告売りか
らマーケティング業への進化、国際イベント
プロデュースへの参入、コンテンツビジネス

図4．再構築された広告と幸福の関係モデル

図3．ブランドコモンズにおける広告会社の役割
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の開拓など、既存のドメインを大きくはみ出
した変革を起こすことができたが、次第にそ
の巨大化したビジネスを守る方向に意識が向
かっていったのではないだろうか。これは、
広告産業のみならず、あらゆる企業や産業に
とって不可避の流れであろう。

このような巨体ゆえの守りの姿勢に対して
危機感を持ち、改革の必要性を声高に叫ぶこ
とは難しいことではない。しかし、理想を語
るだけでは、巨体を動かすことはかなわない
ことは歴史が証明している。いま広告業界に
必要なのは引き金を引くアクションだ。

宗教改革は、ルターという一人の青年が、
ローマ教会の贖宥状販売などを批判した公開
質問状を教会の門扉に貼り付けるというアク
ションを起こしたことがその引き金となり、
教会への不信感を募らせていた人々を動か
し、宗教改革運動という大きなうねりへとつ
ながっていった。多くの人の中にあった、不
満や危機感にアクションという具体的な火種
が落とされたとき、はじめて巨体が動き、改
革へとつながっていく。おそらく、筆者を含
めて広告にかかわるすべての人の中には、「こ
のままではいけない」という危機感がすでに
あるはずだ。とするならば、いま必要なのは、
大きな理想を語ることではなく、小さくても
アクションを起こし、引き金を引くことでは
ないだろうか。

そのような思いから、本論文では、理想論
ではなく、現実のアクションにつながる論考
を意識した。この論文をきっかけに広告業界
に一つでも多くのアクションが生まれること
を期待したい。
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